





Inspection of the qualifications to support
 － Based on the recent employment situation －


































































































































































































































































































































































②マイクロソフトオフィススペシャリスト（Microsoft Office Specialist ;MOS）
　エクセルやワードなどのマイクロソフトオフィス製品の利用スキルを証明する国際資格であり、日本
では、オデッセイコミュニケーションズが運営・実施している。ワード、エクセル、パワーポイント、
アクセス、アウトルックについてスペシャリストレベルと呼ばれる資格と、ワード、エクセルについて
は更に上級資格たるエキスパートレベルがある。本学においては、一年次に殆ど全員が履修する「情報
処理論（１年生対象）」、「情報処理演習Ⅰ＆Ⅱ（１年生対象）」においてスペシャリストの範囲を、選択
科目であるが履修数が多い「Word Expert演習（１年生対象）」、「Excel Expert演習（２年生対象）」に
おいてエキスパートレベルの内容の範囲を捕捉しており、学生によってはエキスパートレベルまで受験
し合格する学生も少なくない。実際、2016年度では、ワードスペシャリストが128名、エクセルのスペシャ
リストが114名と在学生の半数以上が取得している。認定試験も大学で受験できることや、在学中の受
験料には、アカデミック価格が適用され、一般受験料よりも優遇されることなども、取得支援に繋がっ
ていると考えられる。
　MOSは企業においても有名な資格であり、PCスキルは必須である以上、学生にとっては就職活動時
に名乗れる資格としても効果的である。受験者数自体は多いが、エキスパートレベルも視野に入れた取
得支援と推奨を更に行っていくことが求められよう。
③販売士
　商工会議所が運営する資格で、流通・小売業界において有用とされる知識を問うものである（リテー
ルマーケティング検定試験）。３級は売り場の販売員レベル、２級以上は管理者クラスや店長クラスな
どを想定している。検定試験でありながら、５年毎の更新制度もあるのが特徴である。この資格を持っ
ていることで、入試の優遇措置を設けている大学等も存在する。
　本学においては、「ビジネス実務演習」や「マーケティング論」、「産業流通論」、「食品流通と消費」
などの科目、そして、「ストアワーク基礎」、「ストアワーク演習」の受講で、販売士３級の試験範囲を
網羅できるようになっている。
　しかしながら、2016年度では合格者が１名しかおらず、更なる周知と受験者、合格者の増加のための
活動をしていく必要があろう。
④ビジネス実務士
　ビジネス実務士は、一般財団法人全国大学実務教育協会
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が認定する資格であり、ビジネス実務の基
本知識や能力の修得を示す資格である。当該資格は、当協会から認定を受けた大学や短大で規程の単位
を取得した上で申請すれば資格を名乗ることが出来る。2016年に規程の改訂があり、2018年から新規程
155支援する資格の再検証　－近年の本学の就職状況を元に－
新潟青陵大学短期大学部研究報告　第49号（2019）
が適用されており、本学も変更に合わせて教育課程表を修正している
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。
　ビジネス実務士は、上記の通り、短大の授業のうち、一定の授業の単位を取得し申請すれば取得出来
る資格であるため、独占業務は無い。また、知名度が必ずしも高いとは言えないが、新卒の就職の際に
は多少なりとも有用ではあろう。ただ、卒業生の総数に対して、取得者が年々減少しているため（2016
年度では156名が取得）、取得支援を強化していく必要はある。
５．終わりに
　以上、資格について就職状況とも絡めて確認をしてきたが、今後本学が存続し、かつ、発展していく
には、新しい分野の資格取得支援も必要となってこよう。資格を取得したからと言って、必ずしも就職
に有利になる訳では無く、また、就職したとしても資格を持っているだけでは役には立たない。そこに
は実務経験なども必要であるし、法改正などにも機敏に対応する能力も求められるのであり、多くの資
格で継続的教育を義務付けたり、更新制度を設けることで資格保有者のスキルアップを図ったりしてい
ることは、単に認定を受けたり、試験に受かったりするだけでは使い物にならないことを意味している
ものといえる。
　しかしながら、資格保有による就職活動への有用さがあることもまた事実で、転職等の場合に、資格
保持を募集要件に明示している企業があることを鑑みても、それは紛れも無い事実である。また、本学
受験生についても、資格等の有用性を求めて受験しようとする者もいることを踏まえれば、受験者数、
合格者数の増加を更に上げる努力を学校全体として取組んでいかねばなるまい。
　学生の４年生大学の志向については、本学については学校法人として大学も併設している分、囲い込
みの可能性はあるかもしれないが、短大のみで見てみると由々しき事態であることに変わりは無い。短
大として、卒業生への資格取得支援を更に進めることは勿論、学外者への資格講座の設置も地域貢献の
一環として有用と考える。また、資格取得者の更新制度について、教員免許更新講習を大学が実施して
いるように、それ以外の資格についても更新制度や継続的教育の単位認定の一助となる講座を設けるこ
とが出来ると、更に有用だと考える。
　また、本学において資格支援以外に、公務員試験対策に注力することも検討の一つとなろう。全国に
公務員のための専門学校もある中で、本学でも公務員試験受験者は少なからず存在し、年によっては合
格し市役所等に勤務している卒業生もいる。公務員試験対策においては、基礎学力がものを言うのが実
情であるため、もし公務員試験対策をするとなれば、単なる講座等のみならず、授業も含めてカリキュ
ラムも考え直す必要があろう。公務員の合格者が多少なりとも定常的に出れば、それだけ入学希望者の
増員にも繋がっていくのは言うまでも無い。これは、大学においても同様のことが言えるわけで、大学
と短大が協動して取り組んでいくことが求められる。
　今後、すべての大学短大が、人口減少の渦中の中で生き残りをかけて対策を練らねばならない中、本
学として資格や公務員試験対策など対応できる点は多々あるように思う。目先の資格合格者獲得に食い
つくことだけが対策になるものではないが、目に見える成果指標がある方が、受験生にも地域住民にも
分かり易いのもまた事実である。更なる資格合格者の増加のための授業改善、そして、資格支援体制の
増強などを今後の課題とし、大学も含めた学校全体として取り組んでいけるよう本稿の結論として提言
したい。
22
須永一道編著「ビジネス実務士資格の変革と本学の対応について」，2018.3，新潟青陵大学短期大学部研究報告第48号，
129-137頁
